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１．はじめに
　本稿の目的は､ 2006年に石原邦雄（成城大学教授）らが実施した「中国家族調査」で得ら
れたデータの分析をとおして、現代中国都市住民の近隣関係を規定する要因を考察すること
にある。そのさい、中国における住宅制度改革の展開過程と中国都市部における基層社会の
変化に着目する。
　1949年の建国後、中国都市住民の多くは「単位（dan wei）」１）に所属していた。「単位」は、
工作単位（work unit）の略称であり、しばしば職場と和訳されるが、「単位」は所属する従
業員に対して労働報酬を支払うだけでなく、住宅を含む包括的な福利厚生サービスを長期的
に提供するという機能を果たしてきた２）。「単位」では戸籍を用いた身分管理や、政党組織
の設置・政治学習なども行われていたため（毛2011：221）、「単位」は生産機能のほかに社
会保障機能・行政機能・政治機能を有する中国独特の制度といってよい。この「単位」制度
下において、「単位」が所有する住宅に住み、「単位」用地内の商店や学校、病院などを利用
して生活していた都市住民の生活空間は、「かなり狭い空間的範囲の中に収まっていた」（柴
2008：47）といえる。
　しかし、1980年代以降の市場経済化にともない、「単位」は生産性向上を目的に、それま
で担っていた生産機能以外の諸機能を徐々に削減ないし縮小させた。とりわけ経営不振を理
由に多くの従業員が「下崗（一時帰休）」３）を余儀なくされた90年代以降、「単位」が従業員
のために手厚い福利厚生・社会保障を用意することは、もはや困難になった。1998年に国務
院から「都市部住宅制度改革を一層深化させ住宅建設を加速させることに関する通知」（以下、
「98年国務院通知」と表記）が公布されると、「単位」による住宅の現物分配は一切停止され
た。かつて「単位」が提供していた住民サービスも、今日では「社区居民委員会」と呼ばれ
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る住民組織が提供するようになっている。こうした「単位」制度の変化は、都市住民の生活
に大きなインパクトを与えた。住宅は、個人の経済力に応じて自由に選択されるものになっ
た。また、それにともなって都市住民の通勤行動の空間パターンは複雑になり、購買圏や余
暇活動圏なども拡大傾向にあるという（柴2008：47-48）。
　本研究が分析に用いるデータは「中国家族調査」によって得られたものである。この調査
は、日本家族社会学会が実施した「第２回 全国家族調査」（通称 NFRJ03）との比較分析が
可能になるよう、NFRJ03と互換性の高い項目を中心に調査票が構成されている。調査の主
たる関心は、家族生活や夫婦関係・親子関係など家族内部の関係性におかれているため、住
宅状況や近隣関係に関する問いの数は、決して多くはない。したがって、本稿次節で示され
る分析は、現状把握のための基礎的分析にとどまっている。
　しかしながら、中国家族研究の分野で住宅に着目した研究は他にほとんど見ることがない４）。
また、都市住民の生活に影響を与えた「住宅制度改革に関する研究」については、関連法規
や政府通達を整理することで改革の進度や方向性を見定めようとする研究が大半であり、政
府や行政が公表する住宅関連統計を利用した研究や企業対象の調査研究で実態把握を試みる
研究が散見されるという状況である。さらに、「単位」制度の崩壊が、都市住民の管理体制
や住民組織、住民の社会的ネットワークにどのように影響したかに注目する「中国都市基
層社会に関する研究」についても、陳立行（1994，2000）の研究などを除けば、その多くは
現地でのインテンシブな調査の結果を利用した研究といえる。こうした現状での本稿の意義
は、量的な大規模調査結果に基づき、現代中国都市住民の近隣関係について考察を加えるこ
とができる点にあるだろう。
２．「全国家族調査」データの分析――成都データを利用して
　本節では、「中国家族調査」の調査概要と調査地における住宅状況の概要を示したうえで、
調査対象者のサポート・ネットワークに関する記述的分析および近隣関係を規定する要因に
関する探索的分析を行う。
２−１．調査の概要
　本稿の分析で用いるデータは、石原邦雄を中心とするプロジェクト・チームによって実施
された「中国家族調査」で得られたデータである５）。
　「中国家族調査」の調査地は、四川省成都・上海・遼寧省大連・広西チワン族自治区南寧
の４地点である。サンプル総数は4,800世帯で、その内訳は成都2,400世帯、上海800世帯、
大連800世帯、南寧800世帯である６）。本稿では、このうち最もサンプル数の多い成都のデー
タを分析対象とする。なお、前述のとおり、この調査はNFRJ03との比較を目的とした調査
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であるので、調査対象者の出生コーホートは、NFRJ03の調査対象者が2006年時点で達する
年齢（30～74歳）に合わせて、1932～1976年に設定されている。
　調査は2006年９月～2007年４月、訪問面接調査法で実施された。
２−２．住宅状況の概要
　調査地における住宅状況について、以下、住宅タイプ・住宅性質・住宅面積の３側面から
みていく。なお、本研究の研究対象地域は表題のとおり「都市部」であるが、その特徴を
理解するために、住宅タイプと住宅性質については、成都周辺の農村部データも表中に掲載
し、考察の対象にする。
①住宅タイプ
　表１は、調査地における住宅タイプの分布を地域（都市部と農村部）別に比較したもので
ある。表に示されるように、都市部と農村部では、住宅タイプの分布に大きな違いがある。
都市部の住宅は９割以上が箱型中高層住宅、すなわち、集合住宅である。一方、農村部では
約半数が一戸建てで、これに農村部の平屋（農村平屋）と質素な建材を使い簡易な構造の平
屋（簡易平屋）を加えると全体の８割を占める。
②住宅性質
　表２は、調査地における住宅性質の分布を地域（都市部と農村部）別に比較したものであ
る。本稿において、住宅性質とは、住宅取得の経緯や現在の所有関係による差異をあらわし
ている。
　都市部の住宅の約半数を占めるのは、単位福利住宅である。一般的に、単位福利住宅は、
住宅についての所有ないし使用の権利の所在に関わらず、単位の福利厚生として用意された
住宅すべてを指すが、本調査の場合には、選択肢のうちに賃貸公有住宅が用意されている。
公有住宅とは政府や単位が所有する住宅であり、賃貸公有住宅には賃貸借されている単位所
表１　地域別住宅タイプ （％）
?
?
?
?
?
?
?
???????
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
Ｎ
都市部 93.1 0.1 3.8 2.3 0.4 0.1 0.2 100.0 1,445
農村部 7.1 0.2 54.7 9.5 0.0 18.1 10.3 100.0 938
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有の住宅が含まれ得る。「中国家族調査」の海外研究協力者である沈崇麟らは、「賃貸公有住
宅」について、「主に国有企業や事業単位の従業員が得られる単位福利である」（沈・李・趙
2009：244）と述べている。したがって、本調査における単位福利住宅は、単位の福利厚生
の一環として用意された住宅で、調査時点において、すでに少なくとも住宅の一部の所有権
ないし使用権が住民に譲渡されている住宅を意味するとみてよい。なお、成都都市部の住宅
の大半（93.1％）を占めた箱型中高層住宅の約半数（49.5％）は、この単位福利住宅である。
　一方、単位集資住宅とは、単位と個人、双方の出資による住宅であり、伝統的な単位福利
住宅に比べると新しいスタイルの住宅である。前出の沈らの著書において、単位集資住宅は
次のように説明されている。「単位集資住宅は、確かに福祉的性質を持っているけれども、
この住宅を獲得できるかどうかの決定権は単位にある。入居希望者は、単位が定める経歴に
関する入居条件を満たす以外に、市場に流通する『商品住宅』よりは安価とはいえ、かなり
まとまった購入費用を支払わなければならない」（沈・李・趙2009：245）。このように、入
居希望者にも単位にも一定の経済力が求められる単位集資住宅が全体に占める割合は低い。
　都市部で単位福利住宅の次に多いのは、経済適用住宅である。経済適用住宅とは、中・低
所得者を対象として供給される分譲住宅である。各地方政府が土地を調達し、入札によって
開発業者が決定される。分譲価格抑制のために税金の一部免除などの優遇措置が講じられる
が、購入者は資産状況について審査を受ける必要がある。なお、沈らは、調査時点の成都に
おける経済適用住宅を、「政府が低収入の家庭に提供した住宅と、都市建設のために立ち退
きをした者に返される住宅」（沈・李・趙2009：245）であると説明している。
　そのほか都市部には、賃貸民間住宅が8.5％、高所得者を対象に市場ベースで供給される
商品住宅と先祖代々の私有宅が、それぞれ５％程度を占めている。
　一方、農村部で大半を占めるのは、個人建築住宅である。これは、政府や単位と関わりな
く、個人が資産を投じて建てる住宅である。
表２　地域別住宅性質 （％）
?????????????????????????
?
?
?
????????????
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
都市部 47.1 2.5 6.4 19.3 4.6 8.5 3.3 5.6 2.6 100.0 1,443
農村部 0.5 1.2 0.1 0.4 0.3 1.5 92.0 2.5 1.4 100.0 942
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③住宅面積（都市部のみ）
　表３は、都市部在住のケース（1,441ケース）に限定して、住宅面積を住宅性質別にみた
結果を示している。最も面積が狭い傾向にあるのは賃貸公有住宅で、半数以上が49㎡以下で
ある。個人建築住宅や単位集資住宅、商品住宅は他に比べて充実した条件の住宅といえる
が、表２で確認したように、こうした住宅が全体に占める割合は低く、成都市における住宅
事情は改善の余地を残しているといえるだろう。成都都市部の住宅の大半（93.1％）を占め
た箱型中高層住宅の住宅面積は、約三分の二（66.9％）が50～99㎡であり、100㎡以上は７％
に過ぎなかった。
２−３．サポート・ネットワークに関する記述的分析
　調査対象者のサポート・ネットワークを把握するために、本調査では、「何かの出来事に
遭遇し、自分で決められない状況」においてアドバイスを求める相手、「お金が必要な状況」
において借金を頼む相手、「人手が必要な状況」において手伝いを頼む相手、「高齢になって
介護が必要な状況」において介護を頼む相手について、13の人や組織・機関７）を選択肢に
挙げた。この項目は複数回答項目である。表４は、その結果を示している８）。なお、分析に
おいては、都市部在住ケースで有配偶９）であり、なおかつ、現在、夫婦が同居中であるケー
スのみ（1,164ケース）を分析対象とした。
　まず、全体的傾向としていえることは、サポート源としては家族への依存度ないし期待が
高く、家族以外の、とりわけ専門的な組織や機関への依存度ないし期待度が低いということ
である。四つの状況別にみていくと、アドバイスを求める相手として最も求められているの
は配偶者であり、配偶者を選んだ者は８割を超えている。借金を頼める相手としては、きょ
うだいやその他の親族、友人や同僚の比率が高い。人手が必要な時に手助けを頼める相手
表３　住宅性質別住宅面積（都市部のみ） （％）
??????????????????
?
?
?
???????????
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
～49㎡ 25.9 16.7 62.0 19.4 9.0 36.4 12.8 11.1 89.5 27.2
50～99㎡ 65.4 52.8 37.0 79.6 73.1 57.9 51.1 87.7 10.5 65.1 
100㎡～ 8.7 30.6 1.1 1.1 17.9 5.8 36.2 1.2 0.0 7.7 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
Ｎ 680 36 92 67 279 121 47 81 38 1,441 
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としては、配偶者が最も高率ではあるが、子どもや友人同僚などもそれぞれ３割を超えてい
る。介護を頼める相手としては、明らかに、子どもへの期待が大きいことがみてとれる。
　さて、表４に示される結果のなかで、本研究では、人手が必要な時に「近隣の人」に手助
けを頼む、という人が調査対象者の約４人に１人（26.6％）存在することに注目する。「近
隣の人」に手助けを求める者と、そうではない者がいる。この差異は、何によって規定され
ているのだろうか。
２−４．ロジスティック回帰分析による近隣関係を規定する要因の探索的分析
　ここでは、近隣関係（人手が必要な時に手伝いを求める相手として、近隣の人を選んだか
どうか）を被説明変数、調査対象者の年齢層・学歴・就業形態・住宅性質を説明変数とした
ロジスティック回帰分析を行い、それぞれの要因が独立して、どれほど近隣関係の形成に影
響を与えているかを検討した。
①分析の方法
　被説明変数については、手助けを求める相手として「近隣の人」を選んだ場合を「０」、
選んでいない場合を「１」とした。
　説明変数のうち、就業形態の「無職」には、退職・早期退職・一時帰休・学生・専業主婦
が含まれ、「有職」には、通常勤務と臨時雇いが含まれる。住宅性質は、単位が住宅取得の
経緯に関係している単位福利住宅、単位集資住宅、賃貸公共住宅を１つのグループとし（以
下、文中では便宜上「単位福利グループ」と表記）、個人の財力を基盤として住宅を取得し
た商品住宅、賃貸民間住宅、個人建築住宅を１つのグループ（以下、「商品住宅グループ」
と表記）とみなした。この２グループに、住宅取得に収入面で条件付の「経済適用住宅」と、
さらに「先祖代々の私有住宅」を加えて４種類に区分した。うち、レファレンス・グループ
表４　「次のような状況において、あなたは誰の助けを求めますか」（複数回答） （％）
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??????
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
??????
?
?
?
?
１）アドバイス 84.4 10.4 11.3 15.9 36.4 17.2 17.6 6.3 1.5 0.5 0.1 4.1 
２）借金 18.0 8.6 8.2 37.5 19.8 29.8 26.5 5.3 0.6 2.1 0.1 11.0 
３）人手 46.3 4.4 3.0 26.6 42.8 26.8 32.7 26.6 5.0 0.8 1.3 4.3 
４）介護 33.0 0.3 0.5 2.0 88.1 31.8 0.9 1.6 3.6 0.7 6.5 3.5 
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（以下、RGと表記）は、「単位福利グループ」である。
　分析は、男性と女性に分けて行った。たとえば「先祖代々の私有住宅」などは、男性と女
性で意味が異なると考えられるからである。
　なお、前項（２－２．住宅状況の概要）で、成都の都市部における住宅のほとんどが箱型
中高層住宅であることが明らかになった。結果の解釈を容易にするために、以下の分析にお
いては、「箱型中高層住宅」または「エレベータ付のマンション」に住む者のみを分析対象
とした。
②分析結果
　表５のexpβ係数は、RGに対するオッズ比を示している。
　はじめに、男性の場合をみていこう。学歴が「文盲・小学校」の男性の場合、近隣の人に
手助けを求めない確率は、他の要因を統制したうえでも低い傾向にある。次に、住宅性質を
みてみると、住宅性質が「経済適用住宅」である場合、近隣の人に手助けを求めない確率は、
RGに対して、他の要因を統制しても2.06倍になる。さらに「商品住宅グループ」である場
合には、その確率は5.98倍にも達する。しかし「先祖代々の私有住宅」の場合には、手助け
を求めない確率が顕著に低いという結果が得られた。
　女性の場合には、年齢による効果がみられる。他の要因を統制しても、30代、40代の女性
表５　近隣関係を規定する要因に関するロジスティック回帰分析
男　　　　　性 女　　　　　性
（n＝439） （n＝500）
B 標準誤差 Wald 有意確率 Exp（B） B 標準誤差 Wald 有意確率 Exp（B）
年齢層 30～39歳 .251 .479 .276 .600 1.286 .863 .394 4.804 .028 2.371
（RG＝60-74歳） 40～49歳 .701 .420 2.783 .095 2.016 .723 .356 4.123 .042 2.061
50～59歳 .089 .349 .066 .798 1.094 .243 .294 .680 .409 1.275
学歴 文盲・小学校 -.834 .391 4.551 .033 .434 .456 .398 1.310 .252 1.577
（RG＝大専・大学以上） 中学校 -.350 .349 1.004 .316 .705 .283 .371 .582 .445 1.327
高校・中専技術学校 -.214 .372 .331 .565 .808 .431 .370 1.358 .244 1.539
就業形態（RG＝有職） 無職 .418 .333 1.574 .210 1.519 .587 .270 4.737 .030 1.798
住宅性質 経済適用住宅 .722 .296 5.936 .015 2.058 1.299 .330 15.464 .000 3.666
（RG＝ 単 位 福 利 住
宅・単位集資住宅・
賃貸公共住宅）
商品住宅・賃貸民間
住宅・個人建築住宅 1.789 .550 10.576 .001 5.982 1.218 .408 8.898 .003 3.381
先祖代々の私有住宅 -1.335 .472 7.998 .005 .263 -.368 .387 .906 .341 .692
定数 .683 .455 2.253 .133 1.980 -.563 .438 1.653 .199 .570
-2 対数尤度473.230　Cox-Snell R2＝0.091
Nagelkerke R2＝0.131　HosmerとLemeshow の検定p＝0.722
-2 対数尤度565.541　Cox-Snell R2＝0.084
Nagelkerke R2＝0.119　HosmerとLemeshow の検定p＝0.706
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は60～74歳層の女性に比べて、近隣の人に手助けを求めない確率がどちらも約２倍である。
無職の女性は、有職の女性に比べて、手助けを求めない確率が1.7倍である。そして、女性
の場合も、男性の場合と同じように、住宅性質は有意な効果をもっている。近隣の人に手助
けを求めない確率は、住宅性質が「経済適用住宅」である場合には3.7倍、住宅性質が「商
品住宅グループ」である場合には3.4倍である。ただし、男性の場合には「先祖代々の私有
住宅」に住んでいることが手助けを求める方向に効果を持っていたが、女性の場合には有意
な効果が認められなかった。
　分析結果は、男性、女性どちらの場合においても、住宅性質が近隣関係を規定する要因と
してかなり明確な効果を持っていることを示している。なぜこのような結果が得られたの
か、その背景を探るために、次節以降では、これまでの中国の住宅制度改革に関する研究お
よび中国都市基層社会に関する研究の成果を整理していくことにしたい。
３．住宅制度改革の展開
３−１．中国における住宅制度改革の出発点
　1949年の建国以降、中国都市部における住宅は、政府による一元的投資と「単位」による
建設・分配によって賄われていた。個人が住宅を建設することは禁じられ、また、一部を除
き、個人が住宅を所有することも許されなかった。所属する「単位」を通じて分配される住
宅の家賃は、無償といっても過言ではないほどに安価であったので10）、国家財政は逼迫し、
また住宅を整備するための資金も回収できず、結果として人々の住環境は劣悪化した。1978
年当時、「長期間にわたる不十分な維持管理により半数以上の都市住宅が老朽化し、都市部
の居住水準は建国当時の4.5㎡／人から3.6㎡／人に低下、全国128都市における総世帯数の
37.7％に相当する689万世帯が住宅困窮世帯」（白・西山1999：253）であったという。閻和
平は1970年代末における住宅問題を「深刻な住宅不足」「住宅配分の不平等」「住宅投資の悪
循環」の３点にまとめている11）（閻1996：51-53）。このような住宅問題を解消するために、
1980年代に住宅制度改革が開始された。
３−２．1980年代の住宅制度改革
　80年代における住宅制度改革の中心的内容は、「住宅の廉価販売」と「家賃引き上げ」で
ある。
　政府が新規住宅投資資金を確保することを目的に、80年代以降、公有住宅の廉価販売が開
始された。たとえ低価格でも住宅が売却されれば資金が回収され、次の住宅建設資金に充て
ることができると見込まれた。具体的には、「単位」から補助を得て従業員は住宅価格の約
３分の１程度を支払えば住宅を買うことができたという。しかし当時は、３分の１の価格で
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も従業員にとっては高額であり、その一方では「単位」制度のもとで相変わらず低家賃制度
が保持されたままであったから、住宅購入は都市住民にとって経済的メリットがなかったと
いえる。加えて、住宅金融政策が未整備だったこともあり、80年代における公有住宅の廉価
販売の進捗は緩慢であった。
　1984年からは家賃の引き上げが試みられた。しかし、家賃引き上げは生活を圧迫するとの
反対意見が出された結果、「採用されたのは家賃の引き上げと家賃補助を同時に実施し、両
者をマクロレベルで同額にする案であった」（閻1996：54）。要するに、家賃が高くなる分、
「単位」が家賃を補助するということであり、「この改革は住宅配分の不平等、持ち家と借家
との利害関係を幾分是正する効果があったが、大部分の家庭の家賃負担はそれほど変わら
ず、住宅投資循環の改善にはほとんど影響を与えなかった」（閻1996：54）という。この家
賃改革は、後に中国社会が経済成長を達成するまで大きな進展がなかった。
３−３．1990年代の住宅制度改革
　90年代における住宅制度改革の中心的内容は、「福祉的住宅分配制度の廃止」「住宅積立金
制度の導入」「商品住宅の普及」「公有住宅の払い下げ」の四つである。
　80年代に住宅制度改革が始まってもなお、しばらくの間、「単位」は住宅分配機能を担い
続けていたが、前述のとおり、「98年国務院通知」により「単位」による住宅の福祉的分配
は一切停止されることになった。ただし、これは職場としての単位が住宅に関与しなくなる
ことを意味するのではない。単位は住宅の現物分配を停止する代わりに、貨幣分配を開始し
たのである。
　貨幣分配は「住宅積立金制度」を利用して行われる。住宅積立金制度とは、「従業員と単
位が毎月、賃金のうちの数パーセントを住宅購入準備金として各従業員の積立金口座に積み
立てる制度である。つまり、従業員は給料の一定割合を強制的に積み立て、単位も同額を負
担することにより金銭で補助を行う。そして従業員は口座の資金を担保として地域の公債金
管理センターより、住宅購入もしくは住宅改修の際に融資を受けることができるようになっ
たのである」（中岡2009：180-181）。
　また、90年代に入って、単位の従業員に対する「住宅の払い下げ」が活発化した。経営改
善を目指す単位にとって、高額な費用が必要な住宅の建設・管理は早急に縮小したいサービ
スであった。
　2007年における中国の都市住宅の私有化率は82.3％である。住宅改革が始まる前、1970年
代における私有化率はわずか10％程度であったから、中国都市部では急速に住宅の私有化が
進んだといえる。ただし、その私有化は、すでに分配済みの公有住宅について、その所有権
や使用権を住民に譲渡することによって実現した。もちろん新規に商品住宅を購入すること
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で私有化を達成するケースもあるが、そうしたことを可能にする収入水準の者は一部に限ら
れていた。
　とはいえ、経済成長とともに、自らの財力を元手に商品住宅を購入する層は確実に増えて
いる。とくに「98年国務院通知」が公布されてからは、市場を経由して住宅を供給する体制
の整備が進められてきた。とりわけ、上海や北京のような大都市においては、こうした傾向
が顕著である。しかしながら、少なくとも成都においては、2006年時点でも「商品住宅」の
占める割合は低く、約半数は「単位福利住宅」であったことが本稿の分析で明らかになって
いる。「中国家族調査」の調査地には上海も含まれているため、上海と成都を比較分析する
ことも可能だが、そうした分析は今後の課題とすることにして、ここで強調しておきたいの
は、住宅制度改革が住宅の市場化を目指しながらも、実際の改革の中心的内容には、すでに
住んでいる住宅の「払い下げ」が含まれていたことである。そうしたことは、つまり、もと
もと「単位」が所有する住宅が集まる地域と、住宅開発業者によって建設される住宅が集ま
る地域がそれぞれ形成され、そして、その地域ごとの特徴をもって都市生活が営まれていく
のではないかという推測を成り立たせる。まさに、こうした点に注目した研究が、次節にみ
る「中国都市基層社会に関する研究」である。
４．中国都市部における基層社会の変化
　住宅制度改革によってもたらされた住宅事情の変化が、都市住民の生活の仕方に大きな影
響を与えた可能性があることを考察するために、以下では、住宅制度改革と時期を同じくし
て生じた中国都市部における基層社会の変化について先行研究を手がかりに概観しておこ
う。
４−１．「単位」体制から「社区」体制へ
　90年代以降、衰退する「単位」制度に代わり、住民のさまざまなニーズに応える組織とし
て「街道弁事処」や「居民委員会」への期待が高まった。街道弁事処とは行政の出先機関で
あり、都市行政の基本区画である街道ごとに一つ設置される。一方、居民委員会は、国家公
認の住民自治組織である12）。
　街道弁事処や居民委員会が提供する住民サービスを「社区服務（コミュニティ・サービス）」
と呼ぶ13）。1996～97年に上海市と北京市において社区服務に関する聞き取り調査を行った黒
田由彦によれば、当時、居民委員会の活動のなかで住民の利便のためのコミュニティ・サー
ビスの提供は大きな比重を占めており、コミュニティ・サービスの具体例としては食品・日
常雑貨品の販売、電気製品の修理、理容サービスの提供、留守宅の管理、育児サービス、就
職の斡旋等が挙げられる。なかには高齢者を対象とした福祉サービスを提供しているところ
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もあったという（黒田2009：32）。
　社区服務を街道弁事処や居民委員会が担う体制（街居体制）は、2000年の中央政府民政部
提出の「全国で都市社区建設を推進することに関する意見」を転換点として「社区」体制へ
と切り替えられていく。社区とは、新たに区画された居住エリアを意味する。一つの社区の
規模はおよそ1,000～3,000戸で調整されたが、これは実際には、いくつかの居民委員会14）を
合併させるという方法で進められた。そして社区には新たに、社区居民委員会が組織され
た。
４−２．中国都市部におけるコミュニティのタイプ
　単位体制から街居体制、そして社区体制へと転換していくなかで、現在の社区内の組織の
ありようや社区内における住民自治の実情を明らかにしようとする試みが、インテンシブな
調査研究によって行われており、そうした研究からは、現在、中国都市部には異なるタイプ
の社区が存在することが明らかにされている。
　例えば、前出の黒田は、2002年に吉林省長春市で社区居民委員会の調査を行い、社区を
「小区型社区」「街区型社区」「単位型社区」の三つに分けて考察している（黒田2009）。
　小区型社区とは、「物業管理公司など、社区内の複数の性格を異にする組織の協力関係を
通しての社区建設」（黒田2009：43）をしている社区を指し、その例としては「日本語で表
現するなら、高級分譲マンションと高級一戸建住宅から成っている。周囲は壁で囲われ、入
り口には警備員が常駐するゲイティッド・コミュニティ」（黒田2009：39-40）が挙げられる。
なお、物業管理公司とは、マンションなど集合住宅の管理業務をする会社であり、住宅が
「単位」から分配されていた時代には存在していなかった。
　次に、街区型社区とは、「社区内にある『単位』が保有する資源を共同利用しての社区建設」
（黒田2009：43）をしている社区を指し、その事例には「旧市街地に位置する公務員住宅団
地」（黒田2009：41）を挙げている。そのような社区では、社区内の単位に対して居民委員
会が協力を要請し、それに応じて単位の側が施設を提供したり人材を派遣したりしていると
いう。
　そして、単位型社区とは、「依然として『単位』に包摂されながらの社区建設」（黒田
2009：43）が行われている社区を指す。事例として示された社区は、もともと国有企業だっ
た工場の社宅から構成されており、大部分の住民がその工場の職員および家族である。工場
が社区居民委員会の事務所スペースを提供するなど、社区居民委員会と企業とが密接なかか
わりを持つ社区である。
　李国慶は、地域住民の社会経済的特徴に基づき、北京のコミュニティを「街道コミュニ
ティ」「単位コミュニティ」「商品楼コミュティ」に分類している。街道コミュニティとは、
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北京で最も伝統的なコミュニティであり、「住民が平屋に居住する四合院コミュニティ」（李
2006：96）である。次に、単位コミュニティとは、「50年代の工業化時代に形成され、もっ
とも中国的な特徴を持つ」（李2006：96）コミュニティであり、このコミュニティの最大の
特徴は、「近隣という地縁関係が単位の中の業種関係と重なっている点にある」（李2006：
112）。そして、商品楼コミュニティとは、「建設ディベロッパーによって開発され、不動産
市場を通して流通する住宅の団地であり、市場原理に基づいて運営される」（李2006：101）
新しいコミュニティである。
　長田洋司は、上記の李の研究を参考に、今日の中国都市の居住環境を「街道エリア」「単
位エリア」「新建住宅エリア」「流動人口集住エリア」に分類している。街道エリアとは、「単
位体制の時代から続き、行政の末端組織である街道弁事処と住民による名目上の自治組織と
位置づけられる居民委員会という二つの組織によって構成される街居体制が影響力をもつエ
リア」（長田2009：81）であり、単位エリアとは、「社区体制への変革後も組織としての単位
が影響力を持つ居住エリア」（長田2009：81）である。新建住宅エリアとは、住宅制度改革
に伴って市場に出回るようになった新しい住宅が集まるエリアであり、この地域においては
「社区居民委員会の影響力はまだ弱く、自分自身で物件を購入して移住してきた主体的な権
利意識を持ち始めた人々の影響力の方が強い」（長田2009：81）という。そして、流動人口
集住エリアとは、文字どおり、出稼ぎ農民など「流動人口が集住するエリア」（長田2009：
81）である。　　
　上記の研究に共通する点は、社区ないし居住エリアの特性が、「単位」との関わりによっ
て決められているという点である。もう少し正確にいえば、ある地域がもともと「単位」の
用地であり、そこにかつて「単位」が分配・管理していた住宅が存在する場合には、社区
体制へ移行した今日においても「単位型社区」や「単位コミュニティ」「単位エリア」とよ
ぶことのできる性質を持っているということだろう。この点について、長田は次のように説
明する。「このエリアは、社区体制への変革後も組織としての単位が影響力を持つ居住エリ
アである。特に大学のような単位では、大きな敷地を持ちそのエリアで１つの社区を形成し
ている場合が多い。“社区建設”のスタート以後、そうした単位エリアの中にももちろん社
区居民委員会が設置され、街道弁事処との繋がりの中で様々な福利厚生・社会保障的なサー
ビスを実施しており、以前のように単位が全ての面倒を見てくれるという構造ではなくなっ
た。しかし、大きな国有企業や政府機関、大学等の教育機関といった単位に所属する人々が
住むエリアというのは、所属単位という大きな枠組みの中で居住しているため、単位が未だ
一定の影響力を持っている」（長田2009：81）。
　また、柴彦威は、「単位制度が改革され弱体化あるいは解体されていく中、その中国都市
社会における影響はまだ長期間にわたって残されていくように思われる。現在、社会制度と
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しての単位制度は廃止されたが、なお単位は存続しており、単位と住民とのかかわりもまだ
根強く存在している。あたかもそれは、単位制度が『影』になったかのようにみえる」（柴
2008：49）と述べている。
４−３．異なるコミュニティ・タイプ内部の人間関係
　上述のとおり、「単位」制度下おいて、その空間は基本的に職住近接という方針で配置さ
れていた。そのため、同じ「単位」に勤める人は同じ住宅団地に住み、退社後の時間も同じ
空間で生活をしていたし、彼らの子どもたちは同じ学校に通っていた。「単位」制度下にお
いては、同質性の高いコミュニティが築かれていたといえる。
　ただし、住宅制度改革によって住宅が売却または賃貸されるようになり、そうした住宅
団地に一部の流動人口が入居し、雑居化が進んでいるという報告がある（陳2000：141，李
2006：114）。黒田が「単位型社区」、李が「単位コミュニティ」、長田が「単位エリア」と分
類したようなコミュニティ（以下、「単位コミュニティ」と表記）は、他のタイプとの比較
においては相対的に同質性を維持しているが、今日では、そのような特徴は徐々に希薄化し
ているようである。
　一方、黒田が「小区型社区」、李が「商品楼コミュニティ」、長田が「新建住宅エリア」と
分類した、個人が住宅を購入することによって作られた新しいコミュニティ（以下、「商品
住宅コミュニティ」と表記）では、住民は異なる職業に従事し、互いに見知らぬ者同士となっ
た。また、住民の社会活動圏は居住地域を超えて拡大しているという。
　さて、「単位コミュニティ」と「商品住宅コミュニティ」を比較したとき、内部で形成さ
れる人間関係は、都市社会学の見解に従えば、前者においては親密な人間関係が形成され、
後者において人間関係は疎遠なものになると推察される。いささか古い調査になるが、1997
年に中国長春市でアンケート調査を行った陳立行の研究によれば、社区の範囲が単位の宿舎
と重なる度合いが強いほど、居民委員会活動への参加率が高くなり、無関心の比率が低く
なったという（陳2000：148）。そうした結果が得られた理由について、陳が聴き取り調査を
行ったところ、活動への参加率が低い社区では、参加率が高い地区のように企業による居民
委員会活動に対する金銭的、人的支援が行われていないこと、また新しく建設された住宅で
あるがゆえに住民同士の交流が欠如していることを挙げている。長田もまた、「新建住宅エ
リア」において、「社会的ネットワークの形成は、正にゼロからのスタートとなる場合が多
い。或いは、日本の東京をはじめとした都市化の進展の一つの結果のように、『隣に誰が住
んでいるのかわからない』といったような近隣関係の希薄化が見られる場合も少なくないだ
ろう」（長田2009：82）と述べている。「中国家族調査」を用いた本稿の初歩的な分析結果も、
そうした地域特性と近隣関係の関係性を裏付けているといえるだろう。
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　しかしながら、長田はさらに次のような点にも言及している。「『新建住宅エリア』という
のは、地理的立地条件や販売価格等によって、その住民層を制限する。そのため、同質的な
条件を備えた人々が集住することになり、社会的ネットワーク形成においても一つのプラス
の要素になりうるものと考えられる」（長田2009：84）。高度経済成長期の日本でも、公団住
宅の入居者は高学歴ホワイトカラーで比較的に若い核家族という基本属性上の同質性を有し
ていた。江上渉らが1986年に実施した東京都練馬区の光が丘パークタウンの調査では、団地
内で近所づきあいが活発なのは、養育期や教育期というライフステージにある女性たちであ
り、一方、階層が高く、新婚期や空の巣期にある人々は、近所づきあいをせずに、自らの関
心に応じてサークル活動に参加しているという実態が明らかになった（江上1990：96－97）。
今後、増加が予測される中国の「商品住宅コミュニティ」において、いかなる人間関係が築
き上げられていくのかを明らかにするにあたり、ライフステージや階層別の研究の蓄積が期
待される。
　加えて、「単位コミュニティ」内の人間関係についても、中国独自の社会背景を加味した
研究が求められるだろう。なぜならば、「単位コミュニティ」における日常生活上の近隣関
係はしばしば仕事の場に反映されるため、人間関係はかならずしも親密ではないという指摘
がある（李2006：113）。近隣間の紛糾が単位組織を介して解決されるのが中国的なやり方で
あり、「こうした要因から人々は単位コミュニティでの近隣関係を慎重に扱っており、謙虚
な自己抑制機能」（李2006：113）がみられるという。文化大革命の折の密告の事実が、そう
した「単位」内部の人間関係の複雑な側面を表している。今では、かつてのような「単位」
の強い影響力は失われているとしても、現代中国都市社会において職場の人間関係が「単位
コミュニティ」における人間関係といかなる関係にあるかは必ずしも明らかではない。
５．結論
　本研究の目的は、現代中国都市住民の近隣関係を規定する要因を考察することにあった。
2006年に実施された「中国家族調査」の成都データを分析した結果、どのように現在の住宅
を入手したかを表す「住宅性質」が近隣関係を規定する要因としてかなり明確な効果を持つ
ことが明らかになった。具体的には、職場としての単位が関与する住宅に住む者は、そうで
はない住宅に住む者よりも、人手が必要なときに近隣住民からの手助けを求める傾向が認め
られた。
　そうした結果がなぜ得られたのか、その背景を探るために、本研究では中国の住宅制度改
革に関する研究と中国都市基層社会に関する研究の成果に着目した。これら既存の研究の成
果から、中国政府が住宅制度改革を公有住宅の払い下げと商品住宅の新規建設という二つの
方法で推し進めてきたこと、そして、それによって今日の中国都市社会に異なるタイプのコ
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ミュニティが生み出されていることが明らかになった。すなわち、社区体制へ移行後にも
「単位」の影響が残されたコミュニティと、全く新たに形成されるコミュニティが並存して
いるのである。
　今後、商品住宅が増えていくことが予見されているなかで、中国の都市住民がどのような
人間関係を築いていくのか、住民には新しいコミュニティ意識が芽生えるのか、また、自発
的な住民自治組織が作られていくのかは注視されるところである。本研究の成果は、そうし
た中国におけるコミュニティ研究が、中国社会の特性をふまえて進められる必要があり、有
意義であることを示唆した点にあるだろう。
注：
１）本稿では、制度としての単位は、「単位」と括弧で括るか、あるいは「単位」制度と表現する。
制度的側面が失われ、職場という意味合いでのみ用いる場合には、括弧をせずに単位と表現す
る。
２）なかでも大型国有企業の場合には、社宅・託児所・幼稚園・学校・病院・警察派出所・銀行出
張所・税務出張所・映画館などが一定地域内に隣接して配置されており、企業は従業員とその家
族の日常生活に必要なほとんどの機能を含んだ生活共同体となっていた（李1998：29-30）。
３）「下崗」の「『崗』とは、『持ち場』とか『作業現場』、『下』とは降りる、降板するといった意
味である。『下崗』は持ち場、職場を離れることを指し、もともと兵士が歩哨を終えて引き上げ
る場などに用いられたが、現在中国では、『下崗人員』といえば、国有企業で操業停止やリスト
ラなどによって作業現場から降板させられた労働者のことになる」（王2006：220）という。
４）「中国家族調査」と同様に、石原邦雄を研究代表者とする研究チームが1998年４～８月に実施
した中国家族に関する大規模調査には「住宅」に関する質問項目が用意され、その分析を報告書
『現代中国家族の総合的研究』（平成９・10年度科学研究費補助金研究成果報告書）の中で田嶋淳
子（淑徳大学，当時）が担当している。
５）この研究は、日本学術振興会科学研究費補助金を受けた「ミクロデータの相互利用による家
族の国際比較研究──日本・中国・韓国─」（基盤研究（C）、課題番号：20530477）の一環で実
施されたものである。この調査の成果は、2009年３月『日本と中国における家族生活──ミクロ
データ活用による基礎的比較分析（2）──』（科研費報告書）にまとめられている。なお、プロ
ジェクトには、海外研究協力者として沈崇麟（中国社会科学院社会学研究所教授）らが参加した。
そうした中国側研究者の刊行物としては、沈崇麟・李東山・趙鋒編2009『変遷する都市農村家族』
重慶大学出版社がある。
６）サンプリングは以下の要領で行われた。まず、成都・上海・大連・南寧の４都市の市部と市直
属の近郊県において、各都市の区、街道（郷鎮）、居民委員会、世帯の４段階で対象世帯を抽出
した。区、街道と居民委員会は人口比例により不等間隔確率で抽出し、各居民委員会からは決
まった戸数を抽出した。そして、抽出された世帯のなかから、1932～1976年生まれの者で誕生日
が７月１日に最も近い者を調査対象者と確定した（石原2009：12）。
７）選択肢は、配偶者・父母・配偶者の父母・きょうだい・きょうだいの配偶者・子ども・子ども
の配偶者・その他の親族・友達や同僚・近隣の人・居民委員会・単位（勤務先）・サービス機関
（人）や専門家・誰もいない、の14個である。
８）調査対象者の「性別」変数を利用して、「妻方父母」と「夫方父母」という項目を新たに作成した。
また「配偶者のきょうだい」「子どもの配偶者」の少なくとも一方が選ばれた場合には、「その他
の親族」が選ばれたものとしてカウントし、そのデータに基づいて、表を作成した。
９）初婚以外に、死別後再婚と離別後再婚を含む。
10）1990年代はじめの時点でも、公有住宅の賃料は家計の消費支出の約0.9％を占めるにすぎなかっ
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たという（今井2000：87）。
11）1970年代の住宅状況における問題状況は、第一に、「深刻な住宅不足」である。住宅不足の要
因の一つは、文化大革命によって下放された都市青年が都市へ還流した結果、都市人口が急増し
たためである。そしてもう一つは、当時の国家政策において住宅への投資よりも生産への投資
を重要視し、優先していたためである。第二に、「住宅配分の不平等」である。当時の住宅配分
は、企業（単位）間と個人間という二つのレベルで不平等であった。前者は、政府による住宅配
分が企業（単位）の規模や重要度によって異なっていたことを意味し、後者は、企業内部におけ
る住宅分配が個人の企業内地位によって異なっていたことを意味する。要するに、大企業や地位
の高い従業員が有利になるよう住宅が分配されていたということである。第三に、「住宅投資の
悪循環」である。「単位」を通じて分配される住宅の家賃は低く抑えられていた。低家賃制度は、
政府の住宅投資資金を枯渇させ、住宅供給不足、住宅の質の低下を招いた。これを解消する一つ
の方策は、家賃の値上げである。しかし、低家賃制度はそもそも賃金制度と不可分の関係にあ
り、計画経済体制をとる中国のマクロな資金循環の一部を成していた。つまり、政府の住宅投資
によって建設された住宅が低家賃で従業員に提供されることによって、従業員の低賃金が実現・
維持され、拡大再生産のための資本蓄積を可能にし、その資本の一部が住宅投資に回されるとい
う循環構造を作り出していたのである。このような状況から、閻は、1980年代以降に展開された
「住宅制度改革」の主な課題は、「新規住宅投資資金の拡大、住宅投資資金の良好な循環関係の創
出、住宅配分不平等の解消」（閻1996：53）に集約できると述べた。
12）市場経済化以前の中国都市社会においても、「街道弁事処」や「居民委員会」は存在し、一部
の無職者など「単位」に属さない人々の管理を担当していた（単2005：111-112）。とはいえ、そ
うした時代には、あくまでも「単位」の「補完的機能」を果たしていたに過ぎない（単2005：
112）。
13）1990年に施行された「都市居民委員会組織法」では居民委員会の役割として６つ挙げている。「法
と国家の政策を宣伝し、住民の合法的権利を保護し、住民が法の下で尽くすべき義務を遂行する
よう教育し、公共の財産を保全し、多様な形での社会主義精神文明の建設活動を行うこと」「当
該地区の住民の共同事務と公益事業を行うこと」「当該地区の住民間における紛争の調停をする
こと」「社会治安の維持に協力すること」「公衆衛生・計画出産・慰問救済・青少年教育等に関す
る政府機関業務に協力すること」「住民の意見・要求の取りまとめをして政府に提案すること」。
14）もともと居民委員会は、100～700戸を担当していた。
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The Consideration of Regulation Factors in Neighborhood
Relationships within the Urban Areas of China:
 With a focus on the reform of the housing system and changes
in the social substratum of Chinese cities 
AOYAGI, Ryoko　
 The aim of this paper is to study the regulating factors of neighborly relationships amongst city 
dwellers in China through an analysis of the data obtained via the “China Family Survey” conducted 
in 2006.
 The results of the analysis showed that within the surveyed area, the method of acquisition of 
homes was an important factor in regulating the relationship between neighbors. More specifically, 
a prominent trend was found where individuals living in homes that were part of a “danwei” (work 
unit) were more likely to seek assistance from their neighbors when purchasing a home as compared 
to individuals who do not live in such homes.
 In order to study the causes of such a result, in the latter half of this thesis, we address the results 
of research conducted in relation to both the reform of the Chinese housing system and the social 
substratum found in Chinese cities. From the results of these preexisting studies, we were able to 
determine that the Chinese government promoted the housing system reform via two methods—
public housing disposal and the construction of new commercial housing—and, as a result, gave rise to 
the different communities found in Chinese urban societies today. 
 Due to the prediction that commercial housing will increase in the future, how urban residents 
of China build human relationships, whether a new kind of community awareness will develop 
amongst the residents, and whether autonomous residential organizations will voluntarily be created 
will be closely observed. One outcome of this study is the suggestion that research on these Chinese 
communities should be done for the Chinese society to progress.
